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要旨 

 

 草津市には学生数が 15,000 人規模の大学キャンパスと数多くの工場が立地している

ことなどから、若年層の単身世帯が多い特徴がある。2020(令和 2)年の国勢調査結果を

みると、依然として 19-24 歳が最も単独世帯の割合が高いものの、女性では 85 歳以上

が最も高い増加率であり、高齢者の単独世帯が増加している。 

 そこで高齢者の 1人暮らしの状況について、過去に本市が実施した調査結果から再分

析を行ったところ、1人暮らしは 1人暮らし以外と比べ、主観的幸福観が低く、手段的

日常生活動作スコアは高いことがわかった。また、男性では年齢区分に関わらず、1人

暮らしの方が、相談相手や看病してくれる人、生きがいといった項目の「いない」「な

い」の割合が、女性や 1人暮らし以外と比べて高く、孤立に陥る恐れが高い可能性が示

唆された。さらに、この割合は 2017(平成 29)年調査より 2020(令和 2)年調査で上昇し

ていた。 

1人暮らし高齢者に向けた施策は、これまでの支援に加え、このような男性の特性を

踏まえた上で、男性をターゲットとした支援の検討も必要ではないかと考えられる。ま

た、孤立については、高齢期以前から潜在的に問題が存在していることから、多世代を

対象として取組むことが求められる。そして、コロナ禍があったことで、社会的分断が

より顕著になっているため、孤立については、早期に実態を解明する必要があると考え

る。 
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はじめに 

 

 2020(令和 2)年の国勢調査結果によると、本市の人口は 143,913 人であり、前回

(2015(平成 27)年)調査と比べて 6,666人(4.9％)の増加となっている。一方で、世帯数

は 66,944世帯であり、前回調査と比べて 6,720世帯(11.2%)の増加となっており、人口

を上回る増加となっている。特に、一般世帯のうち、単独世帯は 30,517世帯(一般世帯

の 45.6%)であり、前回調査と比べて 5,653世帯(22.7％)増加している。 

これまで結婚をして同居家族がいることを標準としてきた日本の社会において、1人

暮らしの増加は、多様なライフスタイルの広がりである一方で、貧困のリスク、そして

社会的に孤立するリスクなどが高まっていくと考えられる。特に、今後は少子化の影響

から若者の 1人暮らしが減少し、長寿化や団塊の世代の高齢化に伴い高齢者の 1人暮ら

しが増加していくことから、社会に与える影響は大きい。こうしたリスクに社会として

の対応が求められている。 

 そこで、本調査研究では、まず国勢調査結果から本市の単独世帯の状況を概観する。

その中でも 1人暮らしの高齢者に着目し、2020(令和 2)年および 2017年に実施した「草

津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」について、1 人暮らしの方の回答を抽出し、

意識や生活実態、ニーズ等を 1人暮らし以外と比較する再分析を行う。 
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第 1 章 単身世帯の増加とその課題 

 

１ 単身世帯の増加 

社会構造の変化や人々の価値観が多様化していく中で、家族というものの形も変化し

ている。その中で、単身世帯(1人暮らし)の増加も指摘されている。国勢調査によると、

1980(昭和 55)年時点で約 711万世帯であった単独世帯1は、2020(令和 2)年には約 2,115

万世帯に増加している(図 1-1)。これは、国立社会保障・人口問題研究所による、2030

年に約 2,025 万世帯という 2018(平成 30)年時点の推計をすでに上回っている。総世帯

数に占める割合は 2020(令和 2)年で 38.1％、総人口に占める割合は 16.8％になってお

り、単身世帯の増加傾向は今後も続くと考えられている。 

 

 

 

 

 

 

 

出所 国勢調査 

図 1-1 単独世帯の推移 

 

特に、今後は少子化の影響から若者の 1人暮らしが減少し、長寿化や団塊の世代の高

齢化に伴い高齢者の 1 人暮らしが増加していくことから、社会に与える影響は大きい。

こうしたリスクに社会としての対応が求められている。 

2022(令和 4)年版高齢社会白書によると、65 歳以上人口のうち、単独世帯の人口は

671万 7千人となっている。また、65歳以上人口に占める割合は 19.0％となっており、

男女別にみると男性が約 231万人、女性が約 441万人で、女性が男性の 2倍近くとなっ

ている(図 1-2)。 

                                                        

1 本報告書では、国勢調査については調査項目どおり単独世帯、国勢調査以外は単身世帯と表記している

が、どちらも「世帯人員が 1 人の世帯」を示す。また、世帯でみるか個人でみるかによって、「単身世帯」

「単独世帯」「1人暮らし」と 3つの用語を用いるが、いずれも同一の対象を示す。 
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出所 国勢調査 

図 1-2 65歳以上単独世帯の推移 

 

65 歳以上の単独世帯は男女ともに増加傾向にあり、1980(昭和 55)年にはそれぞれ人

口に占める割合は男性 4.3％、女性 11.2％であったが、2020(令和 2)年には男性 15.0％、

女性 22.1％となっている。65歳以上の男性のうち 7人に 1人、65歳以上の女性のうち

5人に 1人が 1人暮らしとなっている。また、老人ホーム等に居住する社会施設の入所

者は約 180万人、病院・療養所の入院者は約 40万人となっている。 

 高齢者で単身世帯が増えたのは、長寿化による高齢者の増加と結婚をした子どもと老

親が同居しなくなったことが大きな要因である(藤森 2010)。また、高齢者だけでなく、

50～60 代では特に男性の単身世帯が増えている。これは未婚者の増加によるところが

大きい。未婚者の単身世帯は配偶者がいないだけでなく、子どもがいないことも多く、

頼れる家族がいないケースが懸念される。結婚や世帯形成の面で大きな変化が進んでお

り、この傾向は今後も続くとみられている。 

 

２ 単身世帯の課題 

これまで結婚をして同居家族がいることを標準としてきた日本の社会において、単身

世帯の増加は、多様なライフスタイルの広がりである一方で、貧困のリスク、社会的に

孤立するリスクなどが高まっていくと考えられる。 
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(1)貧困のリスク 

貧困のリスクについては、65歳以上の相対的貧困率2を男女別・世帯類型別にみると、

単身女性が 46.1％と最も高い(図 1-3)。 

 

 

出所 阿部(2021) 

図 1-3 世帯類型別にみた 65歳以上の相対的貧困率 

 

65歳以上の単身女性は、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、2015(平成

27)年の 420 万人が 2030 年には 502 万人となり、約 20％増加していくと推計されてい

る。この間の 65 歳以上の女性人口の伸び率は 9.6％なので、単身女性の伸び率の方が

高くなっている。したがって、相対的貧困率の高い高齢期の女性の増加によって、高齢

期の女性の貧困が一層深刻になっていくことが懸念されている(藤森 2018)。 

 

(2)社会的に孤立するリスク 

孤立3のリスクについては、孤独・孤立対策の重点計画(内閣官房 2022)において、「独

居高齢者」は「孤独・孤立の問題を抱えている、あるいは孤独・孤立に至りやすいと現

                                                        

2 世帯可処分所得(世帯内のすべての世帯員の所得を合算)を世帯人数で調整した値の中央値の 50%を貧困

線として、これを下回る世帯可処分所得の世帯に属する人の割合。(国民生活基礎調査) 
3
 一般に、孤独は主観的な概念であり、ひとりぼっちと感じる精神的な状態を指し、孤立は客観的な概念 

であり、社会とのつながりや助けのない、または助けの少ない状態を指す。(内閣官房「孤独・孤立対策

の重点計画」) 
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在一定程度認識されている当事者」の一つのケースとして指摘されている。イギリスで

は社会的なつながりが弱いと 1 日 15 本の喫煙と同程度の健康への悪影響があり、社会

的孤立は健康格差に影響を与えるとの研究があり、孤独・孤立は心身の健康面へ影響す

る、命に関わる問題であるとの認識が必要であるといわれている(内閣官房 2022a)。 

この他にも、高齢者の単身世帯は他の世帯以上に、要介護者となった場合の対応が難

しくなることが懸念される(藤森 2017)。 

 全国的にこのような状況の単身世帯について、次章より、本市の状況を確認していく。 
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第２章 草津市の世帯の状況 

 

１ 世帯の状況 

本市の人口は、滋賀県毎月人口推計調査によると2022(令和4)年4月1日時点で144,564

人となっている。 

2021(令和3)年度よりスタートした第6次草津市総合計画における人口の見通しは、日

本全体が人口減少局面に入っている中でも本市の人口は依然として増加し、計画期間が

終了する2年前である2030年の147,000人程度がピークと推計しており、その後は減少に

転じ、2040年には143,200人程度になると見込んでいる。 

 

2020(令和2)年国勢調査結果において、本市の一般世帯数は66,870世帯であり、

2000(平成12)年以降の推移をみると、増加している(図2-1)。一方で、一般世帯の1世帯

当たりの人員の推移をみると減少しており、2015(平成27)年の2.26人から2020(令和2)

年は2.13人に減少している。 

 

 

                      出所 国勢調査 

図2-1 草津市の一般世帯数と1世帯当たりの人員 

 

一般世帯を世帯の家族類型別にみると、単独世帯は30,517世帯であり、2015(平成27)

年と比べると22.7％(5,653世帯)増となっており、一般世帯に占める割合は45.6％に上

昇している(図2-2)。 
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                           出所 国勢調査 

図2-2 草津市の家族類型別世帯数の割合 

 

 本市で最も多い家族類型である単独世帯割合の推移について、全国、滋賀県と比較す

ると、いずれも本市の割合が最も高い(図2-3)。その一方で、世帯数増減の推移をみる

と、一貫して増加しているものの、2010(平成22)年-2015(平成27)年の増加率の低さが

目立つ(表2-1)。これは、本市に立地していた立命館大学経営学部が2015(平成27)年4月

に大阪いばらきキャンパスへ移転したことが影響していると考えられる。 

 

                     出所 国勢調査 

図2-3 単独世帯割合の推移 

 

表2-1 世帯数増減の推移 
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２ 性別および年齢別の状況 

性別・年齢別でみていくにあたり、2020(令和2)年は「年齢不詳」が最も多いことに

留意する必要がある(図2-4)。その上で年齢10歳階級別および性別で単独世帯の割合を

みると、男女共に15～24歳(男性45.3％、女性25.1％)で最も高くなっている(図2-5)。

男性では25～34歳が37.5％と続くが、女性は85歳以上が24.7％と続いている。また、女

性では15～64歳までの各年齢階級で男性を下回っている一方、65歳以上では男性を上回

っている。全国では男性が25-34歳(28.8％)、女性は75-84歳(26.6％)で最も高いことと、

女性が65歳以上で男性を上回ること、といったところは本市でも同様の傾向がみられる

ものの、男女ともに15～24歳が最も高い割合であることは本市の特徴であるといえる。 

 

  

出所 国勢調査              出所 国勢調査(2020) 

図2-4 草津市の年齢別単独世帯数    図2-5 草津市の年齢別人口に占める 

の推移                 単独世帯割合 

 

 性別・年齢5歳階級別の単独世帯割合の2010(平成22)～2020(令和2)年の推移をみると、

最も減少しているのは男女ともに15～19歳 (男性：-16.5％、女性：-7.1％)、最も増加

しているのは男性25～29歳(9.1％)、女性は85歳以上(10.3％)であった(図2-6)。減少に

ついては、前頁に挙げた大学の学部移転や、2020(令和2)年からの新型コロナウイルス

感染症の流行により、大学の下宿生が減少したことが影響しているのではないかと考え

られる。 
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           男性                      女性 

                                       出所 国勢調査 

図2-6 草津市の性別・年齢5歳階級別の単独世帯割合の推移 

 

単独世帯の増加要因の一つとして、未婚化・晩婚化が考えられる。そこで、次に本市

の未婚率の推移を確認する(表2-2)。2010(平成22)～2020(令和2)年の間において、男性

は50～69歳、女性は25～29歳および50～64歳で増加傾向がみられる。 

 

表2-2 草津市の性別・年齢5歳階級別の未婚率の推移 

 

                      出所 国勢調査 

他に単独世帯の増加要因として、長寿化に伴う配偶者との死別の増加も考えられ

る。若干女性で高年齢に移行しているものの、死別割合の推移に大きな変化はみられ

ない(図2-7)。 
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　25～29歳 75.6 77.5 76.1 0.5 60.7 63.4 64.2 3.5

　30～34歳 44.8 41.5 43.0 -1.8 32.7 30.1 30.9 -1.8

　35～39歳 31.7 29.4 27.1 -4.6 19.7 19.4 18.3 -1.4

　40～44歳 23.7 24.2 22.6 -1.1 14.4 15.4 15.1 0.7
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                              出所 国勢調査 

図2-7 死別割合の推移 

 

次に、単独世帯の高齢化の状況をみていくこととする。2020(令和2)年の65歳以上世

帯員のいる一般世帯は18,955世帯で、一般世帯に占める割合は28.3％となっている(表

2-3)。65歳以上の単独世帯は4,620世帯で、65歳以上世帯員がいる一般世帯の24.4％を

占めており、2010(平成22)～2020(令和2)年の間で最も増加している家族類型となって

いる(図2-8)。また、65歳以上の単独世帯が一般世帯全体数に占める割合は6.9％となっ

ており、2010(平成22)年の4.7％、2015(平成27)年の5.9％と比較すると、増加傾向にあ

る。 
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表2-3 草津市の65歳以上世帯員のいる世帯数の推移 

 

                               出所 国勢調査 

 

 

                       出所 国勢調査 

図2-8 草津市の65歳以上世帯員がいる一般世帯の家族類型別世帯の割合 

 

表2-4 65歳以上の単独世帯の性別状況(2020(令和2)年) 

 

出所 国勢調査 

 

65歳以上の単独世帯について男女別にみると、男性が1,548人、女性が3,072人で、女

性が男性の約2倍となっている(表2-4)。これは日本全体と同様の傾向である(P.3 図1-

2)。また、65歳以上人口に占める割合は、男性が11.5％、女性が18.6％となっており、

65歳以上の男性のうち8.7人に1人、65歳以上の女性のうち5.4人に1人が1人暮らしとな

っている。また、75歳以上の単独世帯については男性が674人、女性が1,960人、85歳以

上では男性が207人、女性が698人となっており、いずれも女性が多い状況である。  
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３ 学区・地区別の状況 

次に、国勢調査の小地域集計結果を利用して、本市における学区・地区別の状況を確認す

る。 

 

表 2-5 本調査で用いる学区・地区 

 

※表中、複数の町丁を１行に表示している箇所は、合算処理がされている。 

※なお、国勢調査の小地域データは町丁を単位とするが、本調査では町丁を分割することのないよう区域

を表2-1に示すとおり設定したため、実際の小学校区・地区とは異なっているところがある。 

出所 草津未来研究所作成 

 

 草津市の学区・地区を地図で表したものが、図 2－9である。なお、草津第二小学校

区は慣例に従い、大路区と表示する。 

町丁名 町丁名 町丁名 町丁名
馬場町 西草津2丁目 桜ヶ丘5丁目 上笠4丁目
山寺町 草津町 野路東1丁目 上笠5丁目
岡本町 大路1丁目 野路東2丁目 野村2丁目
青地町 大路2丁目 野路東3丁目 野村3丁目
追分1丁目 大路3丁目 野路東4丁目 野村4丁目
追分2丁目 西大路町 野路東5丁目 下笠町
追分3丁目 野村１丁目 野路東6丁目、7丁目 野村5丁目
追分5丁目 追分4丁目 野路1丁目 野村6丁目
追分6丁目 矢倉1丁目 野路2丁目 野村7丁目
追分7丁目 矢倉2丁目 野路3丁目 野村8丁目
追分8丁目 東矢倉1丁目 野路4丁目 平井町
追分南1丁目 東矢倉2丁目 野路5丁目 平井1丁目
追分南2丁目 東矢倉3丁目 野路6丁目 平井2丁目
追分南3丁目、4丁目 東矢倉4丁目 野路7丁目 平井3丁目
追分南5丁目 西矢倉1丁目 野路8丁目 平井4丁目
追分南6丁目 西矢倉2丁目 野路9丁目 平井5丁目
追分南7丁目 西矢倉3丁目 南笠東1丁目 平井6丁目
追分南8丁目 渋川1丁目 南笠東2丁目 川原町
追分南9丁目 渋川2丁目 南笠東3丁目 川原1丁目
若草1丁目 西渋川1丁目 南笠東4丁目 川原2丁目
若草2丁目 西渋川2丁目 笠山1丁目 川原3丁目
若草3丁目 若竹町 笠山2丁目 川原4丁目
若草4丁目 新浜町 笠山3丁目 駒井沢町
若草5丁目 矢橋町 笠山4丁目 新堂町
若草6丁目 橋岡町 笠山5丁目 集町
若草7丁目 野路町 笠山6丁目 片岡町
若草8丁目 南草津1丁目 笠山7丁目 下寺町
東草津1丁目 南草津2丁目 笠山8丁目 下物町
東草津2丁目 南草津3丁目 北山田町 芦浦町
東草津3丁目 南草津4丁目 山田町 長束町
東草津4丁目 南草津5丁目 南山田町 上寺町
草津1丁目 南笠町 木川町 穴村町
草津2丁目 桜ヶ丘1丁目 御倉町 北大萱町
草津3丁目 桜ヶ丘2丁目 上笠町、上笠1丁目 志那町
草津4丁目 桜ヶ丘3丁目 上笠2丁目 志那中町
西草津1丁目 桜ヶ丘4丁目 上笠3丁目

志
津
南

常
盤

笠
縫
東

笠
縫

草
津

草
津

玉
川

老
上

老
上
西

渋
川

矢
倉

大
路

玉
川

南
笠
東

山
田

笠
縫

志
津



13 

 

出所 草津未来研究所作成 

図 2-9 学区・地区概要地図 

 

 年齢3区分別の人口について、各学区・地区別に示したものが図2-10である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   出所 国勢調査(2020) 

図2-10 草津市の学区地区別の年齢3区分別人口 

学区・地区別の一般世帯に占める単独世帯割合は玉川学区が71.4％と最も高い結果

であった(図2-11)。また、2015(平成27)年から2020(令和2)年の変化について、全ての

➀志津 

➁志津南 

➂草津 

➃大路 

➄矢倉 

➅渋川 

➆老上西 

➇老上 

➈玉川 

⑩南笠東 

⑪山田 

⑫笠縫 

⑬笠縫東 

⑭常盤 



14 

学区・地区で増加しており、山田学区が6.0％(21.8％→27.8％)と最も増加していた。 

 

                             出所 国勢調査(2020) 

図2-11 草津市の学区地区別の一般世帯に占める単独世帯割合 

 

次に、一般世帯に占める65歳以上単独世帯割合をみると、2020(令和2)年は山田学区

が12.3％と最も高く、笠縫学区、笠縫東学区と続く結果であった(図2-12)。また、

2015(平成27)年から2020(令和2)年の変化について、玉川・南笠東学区以外の学区・地

区で増加しており、山田学区が3.4％(8.9％→12.3％)と最も増加していた。 

 

                                出所 国勢調査(2020) 

図2-12 草津市の学区地区別の一般世帯に占める65歳以上単独世帯割合 

 

学区地区別の65歳以上世帯員のいる世帯に占める単独世帯割合をみると、大路区が

34.7％と最も高く、渋川学区、草津学区と続く結果であった(図2-13)。また、2015(平

成27)年から2020(令和2)年の変化についても、玉川・南笠東学区以外の学区・地区で
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増加しており、志津南学区が7.4％(11.1％→18.5％)と最も増加していた。 

 

                             出所 国勢調査(2020) 

図2-13 草津市の学区地区別の65歳以上世帯員のいる世帯に占める単独世帯割合 

 

単独世帯数は玉川学区が多いが、一般世帯全体に占める65歳以上の単独世帯の割合お

よび増加率(2015年→2020年)は山田学区、65歳以上のいる世帯に占める単独世帯の割合

は大路区が多い。 

 

ここまでみてきたデータのうち、2020(令和2)年国勢調査結果の学区・地区別データ

について、地図上に表したものが以下の図4である。 

 

   

図2-14 0～14歳人口割合    図2-15 15～64歳人口割合 

                                                        

4 GISソフトは QGIS Ver.3.22を使用。 
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図2-16 65歳以上人口割合  図2-17 75歳以上人口割合 図2-18 85歳以上人口割合 

 

       

図2-19 1世帯当たり人員数           図2-20 総世帯に占める単独世帯割合 

 

      

図2-21 総世帯に占める         図2-22 65歳以上のいる世帯に占める 

65歳以上単独世帯割合          65歳以上単独世帯割合 
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 ここまで本章を小括すると、本市の単独世帯は、大学が立地していることもあり、男

女ともに20～24歳の割合が最も高い。しかしながらその推移をみると、やや減少傾向に

あり、女性では85歳以上が最も増加している。本市の65歳以上の単独世帯は増加してお

り、本市の65歳以上人口の増加を踏まえると今後も増加が見込まれる。そこで、今後も

増加が見込まれる単独世帯の高齢者について、その状況を把握することは重要であるこ

とから、次章でみていくこととする。 
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第３章 1 人暮らし高齢者の意識や生活状況 

 

１ 草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の再分析 

 本市では、高齢者福祉計画の策定に当たり、施策の方向性を定める基礎資料とする一

つとして、草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査を実施している。本章では、項目

により 2017 年度調査結果との比較を交えながら、主に 2020(令和 2)年度調査結果から

1 人暮らしの方の回答を抽出し、意識や生活状況等について、1 人暮らし以外の方との

比較分析を行った。 

 

(1)草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の概要 

・調査対象：市内在住の65歳以上の市民のうち、要介護1～5の認定を受けていない

方5,500名(無作為抽出) 

・調査方法：郵送配布、郵送回収によるアンケート調査 

・調査票：参考資料参照 

・調査期間：2020(令和2)年度調査・・・2020(令和2)年1月17日から2月20日 

      2017年度調査・・・2017年1月26日から2月13日 

・回収状況：2020(令和2)年度調査・・・回収数3,475件(回収率63.2％) 

2017年度調査・・・回収数3,832件(回収率69.7％) 

 

上記の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査について、1人暮らしの方(2020(令和2)年

度：533名、2017年度：580名)の回答を抽出し、1人暮らし以外の方(2020(令和2)年度：

2,868名、2017年度：3,189名)と比較した。以下、特段指定しないものは2020(令和2)年

度調査結果を記載する。調査項目として、下記のように再分析を行った。 

①身体的要素 ・BMI ・健康状態 ・運動器機能低下 ・手段的日常生活動作 

②精神的要素 ・うつ傾向 ・主観的幸福感 ・生きがい 

③社会的要素 ・社会的役割 ・人との関わり ・閉じこもり傾向 

④その他   ・経済的な状況 ・災害時の不安  

 

(2)回答者の属性 

性別について、回答者全体および1人暮らし以外では、男女の割合がおおよそ同等で
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あるのに対して、1人暮らしは女性が70.5％と女性の割合が高い(図3-1)。また、年齢に

ついて、回答者全体、および1人暮らし以外はおおよそ同じ傾向であるのに対して、1人

暮らしは65～69歳の割合が低く、85歳以上の割合が高い(図3-2)。 

 

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-1 回答者の属性(性別) 

 

(90歳以上の1人暮らし男性の回答者が少数なため、85歳以上に集約) 

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-2 回答者の属性(年齢別) 

２ 調査結果 

(1)身体的要素 

・BMI5 

 回答者全体では、やせ(18.5未満)の判定が7.2％、肥満(25以上)の判定が21.3％であ 

                                                        

5 Body Mass Indexの略称で、肥満や低体重(やせ)の判定に用いる。体重(kg)÷身長(m)÷身長(m)で算出

し、18.5未満はやせ、25以上は肥満と判定。 
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った。年齢が上がるにつれ若干「やせ」が上昇している傾向がみられるものの、1人暮

らしと1人暮らし以外に大きな違いはみられない(図3-3)。 

 

  

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-3 BMI 

 

・健康状態 

健康状態について、「まあよい」が最も回答割合が高い選択肢であった。その上で、

男性は1人暮らしの方が「よくない」「あまりよくない」の選択割合が3.4～15.9％高い

一方、女性は65～69歳を除くと1人暮らしの方が「とてもよい」「まあよい」の選択割

合が5.9～8.1％高い(図3-4)。 

 

  

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-4 健康状態 
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・運動器機能低下 

国の手引き6に基づき、運動器機能低下のリスク該当者7の判定を行った。値が高いほ

ど運動器機能が低下していることを表す。 

回答者全体ではリスク該当者が23.1％である中、男女ともに年齢が上がるほどリスク

該当割合が上昇しており、男性と比べ女性の方が該当割合が高く、1人暮らしと1人暮ら

し以外に大きな違いはみられない(図3-5)。 

 

  

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-5 運動器機能低下 

 

・手段的日常生活動作(IADL) 

高齢者の比較的高次の生活機能を評価することができる老研式活動能力指標8に準じ

た設問に基づき9、活動的な日常生活を送るための能力、手段的日常生活動作(以下、

IADL10という。)が低下している人の状況を把握する(図3-6)。 

                                                        

6 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査実施の手引き(厚生労働省 2019) 

7 「階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか」(できない)「椅子に座った状態から何もつかまら

ずに立ち上がっていますか」(できない)「15分位続けて歩いていますか」(できない)「過去 1年間に転

んだ経験がありますか」(何度もある、1度ある)「転倒に対する不安は大きいですか」(とても不安であ

る、やや不安である)の 5項目のうち 3項目以上に該当する回答の場合、運動器の機能低下のリスク該当

者と判定。 
8 古谷野ほか 1987、1992 

9 「バスや電車を使って 1人で外出していますか」「自分で食品・日用品の買物をしていますか」「自分で

食事の用意をしていますか」「自分で請求書の支払いをしていますか」「自分で預貯金の出し入れをしてい

ますか」の設問に対し、「できるし、している」「できるけど、していない」の回答を 1点する 5点満点で

評価し、5点を高い、4点をやや低い、3点以下を低いと判定。 
10 買い物、調整、洗濯、電話、薬の管理、財産管理、乗り物等の日常生活上の複雑な動作をさす。 

(厚生労働省参照 〈https://www.mhlw.go.jp/www1/topics/kenko21_11/s1.html〉 2023.2.14 閲覧) 
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回答者全体では、17.2％が「やや低い」「低い」に該当している中、男女ともに年齢

が上がるにつれて、「低い」の割合が上昇している。また、女性の70-74歳を除き、1人

暮らしの方が1人暮らし以外と比べて、「低い」の割合は低くなっている。 

  

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-6 IADL 

 

(2)精神的要素 

・うつ傾向 

 国の手引きに基づき、うつ傾向のリスク該当者の判定11を行った。回答者全体では、

44.7％がうつ傾向のリスク該当者であった。男性では1人暮らしの方が4.8～16.9％リ

スク該当割合が高い結果であった(図3-7)。 

  

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-7 うつ傾向 

                                                        

11 「この 1か月間、気分が沈んだり、ゆううつな気持ちになったりすることがありましたか」「この 1か

月間、どうしても物事に対して興味がわかない、あるいは心から楽しめない感じがよくありましたか」の

いずれかに「はい」と回答した場合、うつ傾向のリスク該当者と判定。 
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・主観的幸福感12 

 回答者全体の平均値は7.1点で、1人暮らしの平均値は6.7点、1人暮らし以外の平均

点は7.2点であった。この1人暮らしの平均点は、日本全体での1人暮らし高齢者に関す

る意識調査結果の6.6点と近い値である(内閣府2015)。男女、年齢別にみると、女性の

85～89歳を除き、男女ともに1人暮らしの方が平均値が小さい(表3-1)。 

 

表3-1 主観的幸福感の平均値 

 男性 65 歳～69 歳 70 歳～74 歳 75 歳～79 歳 80 歳～84 歳 85 歳～89 歳 90 歳以上 

1 人暮らし以外 7.1 7.2 7.1 7.0 6.8 6.8 

1 人暮らし 5.6 5.8 5.6 6.0 6.6 6.0 

 

女性  65 歳～69 歳 70 歳～74 歳 75 歳～79 歳 80 歳～84 歳 85 歳～89 歳 90 歳以上 

1 人暮らし以外 7.5 7.4 7.2 7.0 6.7 7.5 

1 人暮らし 6.8 7.0 6.9 6.8 7.5 7.4 

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

 

・生きがい 

回答者全体では、「生きがいあり」が65.3％であった。男女共に1人暮らしの方が1

人暮らし以外と比べ、「生きがいあり」の割合がやや低く、男性でよりその差が大き

い結果であった(図3-8)。なお、2017年と2020(令和2)年で大きな違いはみられない。 

  

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

図3-8 生きがい 

                                                        

12 とても不幸を 0点、とても幸せを 10点として、現在どの程度幸せか点数を記入してもらう設問。値が

高いほど主観的幸福感が高いことを表す。 

68.8%

64.0%

65.9%

49.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一人暮らし以外

一人暮らし

一人暮らし以外

一人暮らし

女
性

男
性

生きがいあり 思いつかない2017年

68.9%

59.6%

65.3%

49.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一人暮らし以外

一人暮らし

一人暮らし以外

一人暮らし

女
性

男
性

生きがいあり 思いつかない2020年



24 

(3)社会的要素 

・社会的役割 

老研式活動能力には、社会的な役割を果たす能力に関する設問が4問あり、「社会的

役割」として尺度化されており、これが低下している人の状況を把握する13。この社会

的役割の評価結果をみると、回答者全体では、「低い」の該当者が33.3％であった。男

性は女性より「低い」の該当者割合が10.8％高く、男性はすべての年齢区分において、

1人暮らし以外と比べて1人暮らしの方が「低い」の該当割合が14.6～27.3％高い結果で

あった(図3-9)。 

 

  

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-9 社会的役割 

 

・人との関わり 

「心配事や愚痴を聞いてくれる人」「病気や数日寝込んだときに看病や世話をしてく

れる人」は誰か、のいずれの問いも、その対象となる相手がいる回答が多数を占める中、

「そのような人はいない」の選択割合は1人暮らしの方が高い(図3-10、図3-11)。性別

でみると、男性の1人暮らしで「そのような人はいない」の選択割合が高い。さらに、

2017年と2020(令和2)年を比較すると女性と1人暮らし以外はあまり違いがみられない

中、男性1人暮らしでは「そのような人はいない」の選択割合が、2017年より2020(令和

2)年の方が高い(図3-12、図3-13)。内閣府による1人暮らし高齢者に関する意識調査

(2015)結果において、「心配ごとや悩み事を相談したい相手」に「あてはまる人はいな

                                                        
13 「友人の家を訪ねていますか」「家族や友人の相談にのっていますか」「病人を見舞うことができますか」

「若い人に自分から話かけることがありますか」の各設問に「はい」と回答した場合を 1点として、4点満

点で評価し、4点を高い、3点をやや低い、2点以下を低いと評価している。 
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い」の回答が男性27.8％、女性11.4％であり、「病気で何日か寝込んだ時に看病や世話

を頼みたい相手」に「あてはまる人はいない」の回答が、男性26.4％、女性13.6％であ

った。 

 

  

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020)  出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-10 心配事や愚痴を聞いてくれる人   図3-11 看病や世話をしてくれる人 

      (複数回答)                (複数回答) 

 

   

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

図3-12 心配事や愚痴を聞いてくれる人(性別、1人暮らし/1人暮らし以外) 

 

  

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

図3-13 看病や世話をしてくれる人(性別、1人暮らし/1人暮らし以外) 
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また、「どなたかと食事をともにする機会はありますか」の問いをみていくと、「ほ

とんどない」の回答が、男性1人暮らしでは約30％ある。また、2017(平成)年と2020(令

和2)年を比較すると、女性や1人暮らし以外はほとんど変化がみられないのに対し、男

性1人暮らしでは23.8％から30.6％に上昇している(図3-14)。 

 

  

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

図3-14 食事をともにする機会(性別、1人暮らし/1人暮らし以外) 

 

・閉じこもり傾向 

 国の手引きに基づき、閉じこもり傾向のリスク該当者14を判定した。 

 回答者全体では、16.9％が閉じこもり傾向にあった。この割合は、一般に10～15％程

度15といわれている。男女ともに年齢が上がるにつれて上昇傾向がみられた。1人暮らし

と1人暮らし以外に大きな違いはみられない(図3-15)。 

  

                                                        
14 「週に 1 回は外出していますか」(ほとんど外出しない、週 1 回)「昨年と比べて外出の回数が減ってい 

ますか」(とても減っている、減っている)の 2 項目とも該当する選択肢を回答した場合、閉じこもり傾向

のリスク該当者と判定。 
15 (厚生労働省の基本チェックリストによる、外出頻度が週 1回未満)65歳以上全体では 10～15％程度、

75歳以上では 20％を超えるといわれている。(若山 2015) 
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出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-15 閉じこもり傾向 

          

閉じこもりに関連して、外出に関する問いをみていくと、「外出を控えています

か」の問いについては、「いいえ」の回答割合が高いものの、「はい」と回答した割

合について、1人暮らしの方が1人暮らし以外と比べて約15％高い(図3-16左)。 

   

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-16 外出を控えているかどうか(左)、その理由(複数回答) (右) 

 外出を控えている理由として、「足腰などの痛み」が最も選択割合が高い中、1人暮

らしの方が選択割合が高く、その差が大きい選択肢は「交通手段がない」であった(図

3-16右)。 

 

(4)その他 

・暮らしの経済的な状況 

暮らしの経済的な状況については、「ふつう」の選択が最も多いものの、1人暮らし

の方が「大変苦しい」の選択割合が女性で3.3％、男性で6.9％高い(図3-17、図3-18)。 
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出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-17 暮らしの経済的状況 

 

  

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-18 暮らしの経済的状況 

 

収入のある仕事の状況をみると、男女ともにどの年齢層でも収入のある仕事を「して

いない」が最も選択割合が高い(図3-19)。男性は1人暮らし以外の方が、女性は1人暮ら

しの方が仕事をしている割合が高く、いずれも年齢が上がるにつれて減少している。 

 

  

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-19 収入のある仕事 
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・災害時の不安 

 災害時の不安について、「安全な場所まで避難できるかわからない」が最も選択割

合が高い中、1人暮らしと1人暮らし以外で選択割合の差が最も大きい選択肢は「頼れ

る家族などがいない」であった(図3-20)。 

 

 

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

図3-20 災害時の不安(複数回答) 
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３ 多変量解析結果 

第２節で得た結果をより詳細にみていくため、多変量解析16を行った。 

 

(1)運動器機能低下(ILUD) 

表3-2のとおり、多変量解析(順序ロジスティック回帰モデル)の結果、男性に比べ、

女性ではILUDスコア17が高くなることを認めた。また、高齢ほどILUDスコアが高くなる

ことを認めた。そして、年齢、性別、要介護度、日常生活圏域18などの交絡要因19を補正

した状態でのILUDスコアに対する、1人暮らしの影響は統計学的に有意ではないことを

認めた。 

 

表3-2 ILUDに影響を与える要因の検討 

 

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

                                                        

16 統計ソフトは SPSSを使用。なお、多変量解析に投入した因子について、明確な共線性は認めなかった

ことから、共線性の側面からは多変量モデルの構築が妥当である。 
17 スコアが高いほど、身体を動かすのに働いている組織である運動器の機能が低下していることを表す。 

18 中学校区(6学区) 
19 結果に影響を与えるもの、要因と関係があるもの、要因と結果の中間因子ではないもののこと。 

OR P-value
性別

男性 1.000
女性 2 .027 1 .767 , 2 .325 <0 .001

年齢

65-69歳 1.000

70-74歳 1 .255 1 .045 , 1 .508 0 .015

75-79歳 1 .881 1 .546 , 2 .290 <0 .001
80-84歳 2 .896 2 .274 , 3 .688 <0 .001
85-89歳 2 .881 2 .125 , 3 .908 <0 .001
90歳以上 4 .997 3 .407 , 7 .330 <0 .001

要介護度
要支援1 1.000
要支援2 2 .479 1 .853 , 3 .318 <0 .001
事業対象者 0.513 0.201 , 1.314 0.164
受けていない 0 .127 0 .099 , 0 .163 <0 .001
わからない 0 .460 0 .250 , 0 .847 0 .013

日常生活圏
高穂 1.000
新堂 1.117 0.890 , 1.401 0.341
松原 1.145 0.925 , 1.419 0.213
老上 1.086 0.857 , 1.376 0.496
玉川 1.134 0.900 , 1.428 0.287
草津 0.989 0.807 , 1.213 0.918

一人暮らし
一人暮らし以外 1.000
一人暮らし 1.071 0.890 , 1.289 0.469

多変量 順序ロジスティック回帰分析
OR: オッズ比; 95%CI: 95%信頼区間

reference

95%CI

reference

reference

reference

reference
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 (2)手段的日常生活動作(IADL) 

 表3-3のとおり、多変量解析(順序ロジスティック回帰モデル)の結果、男性に比べ、

女性ではIADLスコア20が高くなることを認めた。また、高齢ほどIADLスコアが低くなる

ことを認めた。そして、年齢、性別、要介護度、日常生活圏域などの交絡要因を補正し

た状態にて、1人暮らし以外に比べ、1人暮らしではIADLスコアが高くなることを認めた。 

 

表3-3 IADL点数に影響を与える要因の検討 

 

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

 

 

 

 

 

                                                        

20 スコアが高いほど、乗り物や買い物、財産の管理等日常生活上の複雑な動作ができていることを表

す。 

OR P-value
性別

男性 1.000
女性 1 .794 1 .445 , 2 .226 <0 .001

年齢
65-69歳 1.000

70-74歳 0 .638 0 .448 , 0 .908 0 .013

75-79歳 0 .459 0 .323 , 0 .653 <0 .001

80-84歳 0 .372 0 .254 , 0 .545 <0 .001
85-89歳 0 .268 0 .175 , 0 .411 <0 .001
90歳以上 0 .097 0 .060 , 0 .156 <0 .001

要介護度
要支援1 1.000
要支援2 0 .340 0 .249 , 0 .464 <0 .001
事業対象者 1.191 0.388 , 3.660 0.760
受けていない 4 .842 3 .609 , 6 .497 <0 .001
わからない 1.583 0.761 , 3.292 0.219

日常生活圏
高穂 1.000
新堂 0.869 0.621 , 1.217 0.414
松原 0.802 0.588 , 1.094 0.164
老上 1.265 0.867 , 1.844 0.222
玉川 1.195 0.836 , 1.709 0.327
草津 1.302 0.950 , 1.783 0.101

一人暮らし
一人暮らし以外 1.000
一人暮らし 2 .292 1 .700 , 3 .090 <0 .001

多変量 順序ロジスティック回帰分析
OR: オッズ比; 95%CI: 95%信頼区間

reference

95%CI

reference

reference

reference

reference
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 (3)主観的幸福感 

表3-4のとおり、多変量解析(順序ロジスティック回帰モデル)の結果、男性に比べ、

女性では主観的幸福感が高くなる(主観的幸福感上昇に対するオッズ比21が高くなる)こ

とを認めた。また、85歳以上になると主観的幸福感が高くなることを認めた。そして、

年齢、性別、要介護度、日常生活圏域などの交絡要因を補正した状態にて、1人暮らし

以外に比べ、1人暮らしでは主観的幸福感が低くなることを認めた。 

 

表3-4 主観的幸福観に影響を与える要因の検討 

 

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

 

 

 

 

                                                        

21 ある疾患等のおこりやすさを 2つの群で比較する場合に用いる統計指標の一つ。1より大きいことは発

生率が大きいことを、1より小さいことは発生率が小さいことを意味する。(厚生労働省 生活習慣病予

防のための健康情報サイト参照) 

OR P-value
性別

男性 1.000
女性 1 .576 1 .384 , 1 .794 <0 .001

年齢
65-69歳 1.000
70-74歳 1.080 0.914 , 1.277 0.367
75-79歳 1.017 0.847 , 1.221 0.854
80-84歳 1.091 0.867 , 1.374 0.457
85-89歳 1 .377 1 .014 , 1 .870 0 .040
90歳以上 2 .056 1 .384 , 3 .055 <0 .001

要介護度
要支援1 1.000
要支援2 0 .619 0 .461 , 0 .833 0 .002
事業対象者 1.868 0.678 , 5.149 0.227
受けていない 1 .731 1 .369 , 2 .189 <0 .001
わからない 0.617 0.331 , 1.152 0.130

日常生活圏
高穂 1.000
新堂 0.955 0.773 , 1.181 0.674
松原 1.051 0.855 , 1.292 0.637
老上 1.036 0.829 , 1.294 0.759
玉川 0.904 0.727 , 1.125 0.366
草津 0.955 0.788 , 1.157 0.639

一人暮らし
一人暮らし以外 1.000
一人暮らし 0 .627 0 .521 , 0 .754 <0 .001

多変量 順序ロジスティック回帰分析

OR: オッズ比; 95%CI: 95%信頼区間

reference

95%CI

reference

reference

reference

reference



33 

(4)うつ傾向 

 表3-5のとおり、多変量解析(2項ロジスティック回帰モデル)の結果、男性に比べ、女

性でうつ傾向該当になるオッズ比が高くなることを認めた。また、年齢、性別、要介護

度、日常生活圏域などの交絡要因を補正した状態でのうつ傾向該当になることに対する、

1人暮らしの影響は統計学的に有意ではないことを認めた。 

 

表3-5 うつ傾向該当となる要因の検討 

 

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

 

 

 

 

 

 

 

 

OR P-value
性別

男性 1.000
女性 1 .339 1 .151 , 1 .557 <0 .001

年齢
65-69歳 1.000
70-74歳 0.951 0.780 , 1.160 0.621
75-79歳 1.025 0.826 , 1.271 0.823
80-84歳 1.076 0.823 , 1.408 0.593
85-89歳 0.900 0.631 , 1.285 0.562
90歳以上 1.014 0.649 , 1.586 0.950

要介護度
要支援1 1.000
要支援2 2 .020 1 .420 , 2 .873 <0 .001
事業対象者 0.630 0.227 , 1.746 0.374
受けていない 0 .523 0 .401 , 0 .683 <0 .001
わからない 0.621 0.311 , 1.240 0.177

日常生活圏
高穂 1.000
新堂 1.073 0.835 , 1.378 0.582
松原 0.952 0.748 , 1.210 0.687
老上 0.946 0.727 , 1.232 0.683
玉川 1.132 0.877 , 1.462 0.340
草津 0.926 0.737 , 1.163 0.508

一人暮らし
一人暮らし以外 1.000
一人暮らし 1.137 0.922 , 1.404 0.230

多変量 2項ロジスティック回帰分析
OR: オッズ比; 95%CI: 95%信頼区間

reference

95%CI

reference

reference

reference

reference
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(5)社会的役割 

表3-6のとおり、多変量解析(順序ロジスティック回帰モデル)の結果、男性に比べ、

女性では社会的役割点数が高くなることを認めた。また、75-79歳で社会的役割点数が

一度高くなるが、85歳以上では有意に低くなることを認めた。そして、日常生活圏域が

「老上」「松原」では社会的役割点数が高くなることを認めた。最後に、年齢、性別、

要介護度、日常生活圏域などの交絡要因を補正した状態での社会的役割点数に対する1

人暮らしの影響は、統計学的に有意ではないことを認めた。 

 

表3-6 社会的役割点数に影響を与える要因の検討 

 

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

 

 

 

 

 

 

OR P-value
性別

男性 1.000
女性 2 .412 2 .104 , 2 .764 <0 .001

年齢
65-69歳 1.000
70-74歳 1.168 0.979 , 1.392 0.084
75-79歳 1 .230 1 .014 , 1 .491 0 .036
80-84歳 0.861 0.682 , 1.087 0.208
85-89歳 0 .673 0 .495 , 0 .914 0 .011
90歳以上 0 .294 0 .202 , 0 .428 <0 .001

要介護度
要支援1 1.000
要支援2 0 .481 0 .359 , 0 .644 <0 .001
事業対象者 2.292 0.878 , 5.981 0.090
受けていない 3 .069 2 .420 , 3 .892 <0 .001
わからない 0.789 0.434 , 1.433 0.436

日常生活圏
高穂 1.000
新堂 1.076 0.864 , 1.339 0.514
松原 1 .506 1 .217 , 1 .863 <0 .001
老上 1 .407 1 .112 , 1 .779 0 .004
玉川 1.065 0.851 , 1.333 0.580
草津 1.021 0.837 , 1.245 0.836

一人暮らし
一人暮らし以外 1.000
一人暮らし 0.862 0.714 , 1.041 0.123

多変量 順序ロジスティック回帰分析
OR: オッズ比; 95%CI: 95%信頼区間

reference

95%CI

reference

reference

reference

reference
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(6)閉じこもり傾向 

 表3-7のとおり、多変量解析(2項ロジスティック回帰モデル)の結果、高齢ほど閉じこ

もり該当例になるオッズ比が高くなることを認めた。また、日常生活圏域が「新堂」で

は閉じこもり傾向該当となるオッズ比が高くなることを認めた。そして、年齢、性別、

要介護度、日常生活圏域などの交絡要因を補正した状態での閉じこもり傾向該当となる

ことに対する1人暮らしの影響は統計学的に有意ではないことを認めた。 

 

表3-7 閉じこもり傾向該当となる要因の検討 

 

出所：草津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査(2020) 

 

 

 

 

 

 

 

OR P-value
性別

男性 1.000
女性 1.146 0.917 , 1.432 0.232

年齢
65-69歳 1.000
70-74歳 1.229 0.862 , 1.752 0.255
75-79歳 1 .468 1 .022 , 2 .109 0 .038
80-84歳 2 .695 1 .840 , 3 .947 <0 .001
85-89歳 2 .200 1 .411 , 3 .432 <0 .001
90歳以上 5 .792 3 .472 , 9 .662 <0 .001

要介護度
要支援1 1.000
要支援2 1.196 0.856 , 1.672 0.293
事業対象者 0.247 0.053 , 1.147 0.074
受けていない 0 .205 0 .151 , 0 .277 <0 .001
わからない 1.339 0.668 , 2.683 0.411

日常生活圏
高穂 1.000
新堂 1 .638 1 .144 , 2 .346 0 .007
松原 1.149 0.813 , 1.625 0.431
老上 1.077 0.724 , 1.601 0.714
玉川 1.228 0.842 , 1.793 0.286
草津 0.834 0.592 , 1.176 0.301

一人暮らし
一人暮らし以外 1.000
一人暮らし 0.858 0.645 1.140 0.290

多変量 2項ロジスティック回帰分析
OR: オッズ比; 95%CI: 95%信頼区間

reference

95%CI

reference

reference

reference

reference
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４ 1人暮らし回答者の特徴 

(1)全体 

 手段的日常生活動作(IADL)のスコアについては、1人暮らし回答者の方が高い、つま

り日常生活上の複雑な動作ができていることがわかった。ただし、IADLが高いことから

1人暮らしが出来ているという可能性も多いに考えられ、因果関係は不明である。 

また、主観的幸福感については、1人暮らし回答者の方が低いことがわかった。 

 運動器機能低下およびうつ傾向、社会的役割、閉じこもり傾向においては、1人暮ら

しについて統計学的な差は認められなかった。 

 

(2)男女別 

男性の1人暮らしの回答者数が少ない点(女性の1人暮らし回答者の半分以下)には留

意する必要があるが、以下のような特徴がみられた。 

相談相手や看病してくれる人が「いない」割合が、1人暮らしの男性で高く、1人暮ら

し男性は共食の機会も「ほとんどない」が3割を占める。そして、これらの傾向は2017

年と比べて2020(令和2)年で上昇している。このことから、1人暮らしの男性は、女性や

1人暮らし以外と比べて、人とのつながりが少ないことが考えられる。この傾向は、今

回利用した調査(2020(令和2)年1月)後から起こったコロナ禍によって、より顕著になっ

ているのではないかと危惧される。 

 

 

  



37 

第４章 草津市における1人暮らし高齢者の課題と今後に向けた方向性 

 

 前章での再分析結果における1人暮らし回答者の特徴からみえてきた課題と今後に向

けて検討する。 

 

１ みえてきた課題 

(1)主観的幸福感 

今回の再分析においては、男性の回答者および1人暮らしの回答者の方が主観的幸福

感が低くなることが明らかとなった。 

今回の再分析と同様の傾向がみられた「1人暮らし高齢者に関する意識調査」(内閣府

2015)では、主観的幸福感は男性より女性で高く、80歳以上で高く、会話の頻度が高い

ほど高くなることが報告されている。また、1人暮らし高齢者の主観的幸福感には、会

話の頻度と経済的な暮らし向きが影響するとの報告がある(大橋2018)。会話を増やすよ

うな働きかけによって主観的幸福感は高めることができると考えられており、会話の頻

度には外出の頻度が関係していることから、外出を増やすよう支援することで、会話を

増やし、間接的に主観的幸福感を高めることができるのではないかと指摘されている。

会話の頻度については、後述する支援にも大きく影響する要因であると考えられる。 

 

(2)男性をターゲットとした孤立対策 

前章での再分析の結果、相談相手や看病してくれる人、生きがいといった項目も男性

1人暮らしでは「いない」「ない」の割合が、女性・1人暮らし以外と比べて高く、この

割合は 2017(平成 29)年調査より 2020(令和 2)年調査で上昇していることがわかった。 

 1人暮らし高齢者への支援については、平均寿命が長い女性の方が多いため、これま

で女性の 1人暮らしを主な対象として実施されてきた。そのため、自治体の高齢者の孤

立対策は意図せずとも女性を想定した設計になりがちであり、少数である男性に対して

効果的な手法とはなっていない可能性があると指摘されている(岡元 2022)。 

内閣官房の「人々のつながりに関する基礎調査結果(2022)」によると、女性より男性

の方が友人・知人のネットワークは薄いとされ、コミュニケーションの習慣は男女差が

大きい。また、高齢の単身女性は近所とのつながりを持つ人の割合が男性より高いとい

われている(藤森 2019)。1人暮らし高齢者に限ってみると、男性は、知人との対面の会
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話は女性の半分未満、電話は 3分の 1未満、電子メール等は 5分の 1未満である。別居

の家族とのコミュニケーションの実施率も、男性は女性の 4分の 1未満にとどまり、加

えて、高齢男性は女性に比べて、「他人に頼らず自分で解決したい」「他人の援助や助言

はあまり役に立たない」と考える傾向が強い(日本総研 2021)。これらの調査結果に表

れているように、一般的に男性は女性よりも会話や交流が少なく、人に頼りたくないと

いう気持ちが強い傾向がみられるため、民生委員やボランティア等に対して悩みを打ち

明けるといった従来型の手法が通じない場合がある。したがって、これまでの支援策に

加えて、このような男性の特性を踏まえた孤立解消策が必要との指摘がある(岡元2022)。

本市においても学区・地区別の実態をさらに把握した上で、男性の特性を踏まえた、人

とのつながりに寄与する取組みが求められるのではないだろうか。 

 

２ 今後に向けて 

 人々のつながりに関する基礎調査(内閣官房 2022b)において、孤独を感じている割合

について単身者を男女別にみると男性の方が高く、男女共同参画白書(内閣府 2022b)に

よると、20 代・30 代の男性の 4 人に 1 人は高齢になって孤立してしまう、と回答して

おり、男性は将来の孤立に関する不安を持っていることが示されている。これらの調査

結果から、孤立の問題は高齢期になって突然発生するものではなく、それ以前から潜在

的に問題が存在しているといえる。そのため、1人暮らしの男性高齢者への支援ととも

に、多世代を対象として、孤立に対して取組むことが求められる。さらにコロナ禍があ

ったことで、社会的分断がより顕著になっているため、孤立については、早期に実態を

解明する必要があると考える。 

 

  



39 

おわりに 

 

 本市において、人口を上回る増加となっている世帯数の中でも、最も増加率の高い単

独世帯について状況を確認した。 

 本市では依然として19-24歳が最も単独世帯の割合が高いものの、増加率が最も高い

のは女性では85歳以上であり、高齢者の単独世帯も増加しているが、その増加状況は地

域によって状況が異なることがわかった。 

本調査研究にて取り上げた介護予防・日常生活圏域ニーズ調査は、対象者に要介護者

を含まないため、必ずしも本市の65歳以上の市民の総意とは言い切れない。また、調査

時期が2020(令和2)年1月のため、その後の新型コロナウイルス感染症の流行により、1

人暮らし高齢者を取り巻く環境が大きく変化していることが考えられる。今後も状況を

注視することが重要である。 

 また、本報告書ではサンプル数が少なく一部の項目での掲載に留まったが、学区・地

区によっても1人暮らし高齢者の状況や意識に差がある可能性も十分に考えられ、今後、

より詳細な調査が求められる。 

 ライフスタイルとして「1人」を意図的に選択している人と、社会から孤立している

人を分けることは非常に困難である。それでも、今回1人暮らしの男性高齢者で浮かび

上がったつながりの少なさについては、新型コロナウイルス感染症の流行により幅広い

世代で課題となっていることが懸念されることから、本市における実態の把握が必要で

あろう。 
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